
国民監視・土地利用規制法廃止を求める運動スタート学習集会 次第 

2021 年 8 月 27 日（金）15 時 30 分～ 

「衆議院第二議員会館・多目的会議室」 

 

司会 安保破棄中央実行委員会・東森英男事務局長 

15：30 開会   

15：3 主催団体代表あいさつ 国民大運動実行委員会代表世話人 小畑雅子さん 

15：45 国会議員あいさつ     日本共産党・山添拓参議院議員   

16：00 記念講演      弁護士・馬奈木厳太郎さん 

16：40 各地域、団体からの取り組み報告 

  ① 旭川市議会議員・石川厚子さん 
  ② 埼玉県平和委員会・佐藤泉事務局次長 
  ③ 沖縄県統一連・ 瀬長和男事務局長 
  ④ 全商連・中山眞常任理事 

7：15 行動提起 （閉会あいさつを兼ねて）  憲法共同センター・小田川義和共同代表 

〇 終了予定 17 時 25 分 

 

 



土地規制法案の問題点と今後の課題  

                              ２０２１年７月２３日 

                              弁護士 馬奈木厳太郎 

 

１．入口と出口が違う？ 

  ◆どういう人たちが、どういう理由で法整備を求めてきたのか？ 

 

２．誰に影響があるのか？ どんな影響があるのか？ 

  ◆調査対象者、調査内容、調査手法、調査期間に限定がない 

 

３．重要施設も限定がない 

  ◆生活関連施設は政令で定める 

  ◆沖縄は全県域が対象 

  ◆日本全土どこでも対象になりうる 

 

４．大事なことは閣議決定 

  ◆なんでも基本方針 だいたい例示 

 

５．行政機関、地方自体体総がかりで  

  ◆調査以外の協力も 

 

６．法内容だけではなく法思想も問題 

  ◆安全保障とさえいえば何でも通る 

  ◆大括りの属性で判断する 

  ◆特定の国と特定の国の人を潜在的な脅威とみなす発想 

  ◆事実上の土地収用 

  ◆小指の痛みを理解しない人たち 

 

７．法の発動を許さず、廃止させるために 

  ◆法成立後の現状 

  ◆政府の準備状況、パブコメ 

  ◆問題点を共有し、影響を受ける人たちと連携する 

  ◆地方から潰す 現場の取り組みが重要 

  ◆必要なのは法整備ではなく意識改革と関係改善 



⾺奈⽊厳太郎さんの意⾒陳述 
 
○参考⼈（⾺奈⽊厳太郎君） 東京合同法律事務所に所属している弁護⼠の⾺奈⽊と申
します。貴重なお時間をいただき、ありがとうございます。  私は、「⽣業を返せ、
地域を返せ︕」福島原発訴訟という、原発事故の被害者が国と東京電⼒を被告に原状回
復と被害救済を求めた裁判に関わっています。また、沖縄の問題にも様々な形で関わっ
てきました。そうしたことから、沖縄や原発も含め、これまで余り議論されていない論
点を中⼼に意⾒を述べたいと思います。  本論に⼊る前に、法案に対する私の印象を
述べておきます。  この法案は、⼤体において四つの⾔葉から成り⽴っています。内
閣総理⼤⾂、等、その他、できる、であります。例えば、内閣総理⼤⾂は、○○等につ
いて、○○その他の○○に対して、○○することができるといった感じです。等やその
他という幅を持たせる表現が多いです。何より、内閣総理⼤⾂という主語が圧倒的に多
い。⼆⼗⼋か条の条⽂の中に何と三⼗三回も出てきます。その結果、この法案は、国⺠
の権利を保障するものではなく、政府に権限を与える⾏政命令のような内容になってい
ます。⾔わば、内閣総理⼤⾂の内閣総理⼤⾂による内閣総理⼤⾂のための法案という印
象を抱かざるを得ません。  もう⼀点、私は、安全保障論の専⾨家ではなく、法律が
適⽤される現場に携わっている者です。そうした実務家の⽴場からは、この法案は⼀読
して、現場の⼈や当事者の意⾒を聞かないまま、そうした形で作られた法案だなという
ふうに感じました。  以下、四点にわたってお話しさせていただきます。  まず、区
域指定による影響と弊害についてです。  注視区域については検討中とのことですが、
特別注視区域に指定されると重要事項説明義務が⽣ずるとされています。売買などの契
約に先⽴って、宅地建物取引⼠の⽅が説明をすることになりますけれども、これは書⾯
に特別注視区域に指定されていると⼀⾏書けばいいというものではありません。根拠法
令を資料に付けた上で、こんな会話が展開されることになるかもしれません。  この
⼟地は⼟地利⽤規制法に基づく特別注視区域に指定されています。  それってどんな
法律ですか。  国⺠⽣活の基盤の維持並びに我が国の領海等の保全及び安全保障に寄
与することを⽬的とする法律でして、⼟地等の利⽤実態を調査することになります。  
何のために調査するのですか。  重要施設に対する機能阻害⾏為を防⽌するためです。  
何かリスクがあるのですか。  リスクのあるなしも含めて調査します。  調査内容は
どんなことですか。  ⽒名や住所その他政令で定めるものですが、なお必要があると
認められるときは、⼟地等の利⽤に関して資料の提出や報告を求められることがありま
す。  誰が調査対象者なのですか。  利⽤者その他の関係者となりますが、利⽤者の
定義はありますが、その他の関係者の定義はありません。  いつ調査されるのですか。  
権利変動の際といった限定がないので、恒常的に調査される可能性があります。  調
査されるときは何かお知らせがあるのですか。  そのような規定は設けられていませ
ん。  どんな⼿法の調査なのですか。  ⼿のうちは明かせません。  周りの⼈にも



聞くのですか。  第三者からの情報提供の仕組みも検討中です。  機能阻害というの
は。  閣議決定において例⽰されますが、⼀概には申せません。でも、勧告を受けた
ら分かりますから、⼤丈夫です。  冗談のように聞こえるかもしれませんが、これは
政府答弁です。実際にこんなやり取りをしたら、皆さんは買いたい、借りたいと思いま
すか。  政府は、不動産に与える影響は少ないと根拠もなく述べていますが、そんな
に⽢くはないはずです。当事者の⽴場で想像してみてください。⾃分が調査されるかも
しれない、規制が掛かるかもしれない、そうしたところをわざわざ購⼊しますか。  し
かも、この法案は、政府の説明では安全保障上のリスクがあるから法整備しようという
話なわけで、区域指定されるとその地域はリスクがあるというふうに⼀般には受け⽌め
られるのではないですか。さらに、五年後には⾒直しもあり得るわけで、そうすると更
に規制が増えるかもしれない。⼀キロだって⼀キロのままではないかもしれない。区域
指定された地域にとっては⼤打撃です。どの程度のリスクかもはっきりしないところで、
これは官製⾵評と⾔わなければなりません。  政府は地元から不安の声が上がってい
ると⾔いますが、地元の⼈も、いやいや、こんな内容は望んでいないよとおっしゃるの
ではないですか。区域指定されることが当該地域に与える効果や影響について、法案も
そうですが、これまでの質疑でも現場感覚を伴ったやり取りがなされたとは到底思えま
せん。実際に区域指定をする段になると、この内容のままではその地域から猛反発を⾷
らうはずです。リスク、リスクと、あるかないか分からないものを⾒ようとしています
が、現場のリアリティーは⾒えていないようです。  次に、これまで余り議論されて
いない原発について述べたいと思います。  ⽣活関連施設として原発が検討されてい
ますが、なぜ原発が対象になるのか理由が全く明らかにされていません。政府は、新規
制基準を世界で⼀番厳しい基準だと豪語しています。新規制基準にはテロ対策も含まれ
ていますから、世界で⼀番安全なはずです。まさか政府は新規制基準では⾜りないと考
えているのですか。  それから、原発の関係で機能阻害⾏為とは⼀体何を想定してい
るのですか。この法案では、機能阻害というのは施設の外から⼈為的にもたらされる被
害、そういったものが想定されているようですが、原発については施設の中から被害は
もたらされています。被害者は、施設の中の事業者や、事業者を監督する国ではありま
せん。周辺住⺠が被害者なのです。  原発によって阻害されるのは、ふるさとや地域
との結び付きという機能であり、⽇常の⽣活やなりわいという機能です。そこを間違え
ないでいただきたい。  住⺠を潜在的な脅威とみなすような考えは、事故を起こした
当事者である国として、厳に戒められるべきです。原発に対する阻害を恐れるのであれ
ば、その答えは、住⺠を調査対象にすることではなく、原発をやめることです。  も
う⼀つ、ほとんど議論されていない⼆⼗⼆条と⼆⼗三条について述べます。  ⼆⼗⼆
条は、内閣総理⼤⾂は、この法律の⽬的を達成するため必要があると認めるときは、関
係⾏政機関の⻑及び関係地⽅公共団体の⻑その他の執⾏機関に対し、資料の提供、意⾒
の開陳その他の協⼒を求めることができるとなっています。似た表現が七条にもありま



すが、こちらは⼟地等の利⽤実態の調査なのに対して、⼆⼗⼆条にはそうした限定はな
く、この法律の⽬的を達成するためその他の協⼒を求めることができるとあります。こ
の法律の⽬的とは、国⺠⽣活の基盤の維持とか我が国の領海等の保全及び安全保障に寄
与するというもので、広範で⼤ざっぱなものになっています。その他の協⼒というのも
限定がありません。内閣総理⼤⾂に包括的な権限が与えられています。  例えば、基
地のゲート前で座込みや集会を開き、道路やその付近に⼯作物などを設置している場合、
それが安全保障上の観点から適当ではないとされれば道路の管理者に撤去などを求め
ることがこの⼆⼗⼆条によってできるようになるのではないですか。あるいは、都道府
県の労働委員会はその他の執⾏機関に含まれますが、労働委員会は労働組合の組合員に
関する情報を保有しています。こういった⼟地の利⽤実態には関わらない情報について
も、⽬的を達するために必要だと⾔えば提供を求めることができるようになるのではな
いですか。  ⼆⼗⼆条からは、残念ながら、地⽅⾃治の本旨といった考えはうかがえ
ません。政府と地⽅公共団体は法的に対等なはずですが、まるで内閣総理⼤⾂の下請機
関のような扱いになっています。  それから、⼆⼗三条は、国が適切な管理を⾏う必
要があると認められるものについて、買取りその他の必要な措置を講ずるよう努めると
あります。これは端的に⾔って、⼟地収⽤法を潜脱した形で、事実上の強制収⽤につな
がるのではないですか。  努めるとありますが、政府は何を⾏うのですか。買取りを
申し出ること⾃体、所有者には圧⼒となる場合があります。例えば、⽯垣島では⾃衛隊
の基地建設が進⾏していますが、周辺で建設反対の⽴場を⽰している所有者に政府が買
取りを申し出ることはないですか。  ⼟地収⽤法は、防衛に関わるものを収⽤や使⽤
ができる事業には含めていません。それは、さきの⼤戦に対する反省があるからです。
戦後作られ、⻑年にわたり守られてきた原則を、衆参を通じても僅か⼆⼗時間程度の審
議で、しかもこの論点については全くと⾔うほど議論が交わされていないにもかかわら
ず、こうした原則を覆すようなことがあってはなりません。  四点⽬は、この法案が
触れていない点についてであります。  法案では、⽌められる⼈や⽌められる機関が
ありません。事後的に検証できる制度も設けられていません。その意味で、この法案は
公正とは⾔えません。  どのような調査が、誰に対して、どんな⼿法で、いかなる協
⼒を求めているのか、何を機能阻害⾏為と判断しているのか、そういった事柄を第三者
がチェックし、場合によっては⽌めるといった⼿段が必要なのではないでしょうか。  
法案は、閣議決定で定める、政令で定める、府令で定める、必要があると認めるとき、
こういった⽂⾔のオンパレードになっています。国会の関与もなく、独⽴した第三者機
関の関与もなく、調査対象者に調査の事実を告げるわけでもありません。  この法案
は、全幅の信頼を政府に寄せる、そういったことを国⺠に求めています。しかし、⽴憲
主義の⼤原則は、権⼒は暴⾛することがあるというものです。ですから、主権者である
国⺠は、権⼒を監視し、チェックしなければならないのです。法案は、政府が国⺠を調
査し、監視できるかのような内容になっており、完全に転倒しています。そして、それ



を⽌めるすべを持たないのです。第三条は、個⼈情報の保護に⼗分配慮しつつとか、必
要な最⼩限度のものとなるようにしなければならないなどとありますが、その制度的な
担保はないのであります。少なくとも、⽌める⼿だてが法案⾃体に組み込まれていなけ
れば最⼩限度とは⾔えません。  最後に、⼀九九五年九⽉まで沖縄の歴史や現実を知
らなかった⼀⼈の⽇本⼈として、やはり沖縄について触れないわけにはいきません。  
法案によれば、沖縄県内の⼈が住んでいる島は沖縄島も含めて全てが国境離島等に含ま
れており、国境離島等の場合には⼀キロの制限なく区域指定できることから、その気に
なれば沖縄県全域を区域指定することができます。つまり、沖縄県⺠を丸ごと調査対象
にすることができるということです。安全保障の名⽬で県⺠を監視下に置くかのような
発想は、まるで戦前のようであります。  昨年、沖縄県の恩納村にある、ある組織の
沖縄研修道場を⾒学させていただく機会がありました。かつて中国に向けた核ミサイル、
メースＢの跡地に造られた道場は、基地の跡は永遠に残そう、⼈類はかつて戦争という
愚かなことをしたのだという⼀つのあかしとしてという考えから、平和記念資料館とし
て整備されています。また、そこには⻘年部、未来部が編集した都道府県ごとの戦争体
験の証⾔集も置いてあり、戦争体験のつらさや悲惨さとともに、軍が住⺠をスパイ扱い
した事実なども語られていました。資料館では、中国や韓国を始め各国との交流も展⽰
してあり、外国の⼈々について、友と記されてありました。平和の⽂化の構築に向けた
取組や戦争証⾔集の刊⾏など、私は⼤変深い感銘を受けました。  そうした戦争の教
訓も踏まえたとき、地域住⺠を調査対象とし、監視下に置くようなやり⽅は、本当に正
しいものなのでしょうか。証⾔者の⽅や証⾔集作りに関わった先達に対して胸を張るこ
とができますか。そして、友と呼んだ外国の⼈たちは、この法案を読んだらどういう気
持ちになるでしょうか。  沖縄は、⻑年基地被害に苦しんできました。つい先⽇も⽶
軍の不時着があり、有機フッ素化合物による被害も出ています。ある学校では、⽶軍機
が⾶来すると校庭の⽣徒が避難しなければならない、そういった⽇常にあります。政府
は、⼝を開けば負担軽減と⾔います。しかし、この法案は全く負担軽減にはなりません。
その逆です。  この法案が成⽴すると、最も影響を受けるのは間違いなく沖縄です。
沖縄の⼈々は、選挙権が停⽌されていたため、⽇本国憲法の制定に制度的には関わるこ
とができませんでした。⽶軍統治の下、銃剣とブルドーザーで⼟地を収⽤されながらも、
サンマ裁判と呼ばれるような闘いも経て、⺠主主義や⾃治を粘り強く獲得してきました。  
沖縄の⺠意や⾃治をまた踏みにじるのですか。そんなことが許されていいのですか。私
は恥ずかしさと悔しさでいっぱいであります。  こんな政府丸投げ法案を成⽴させる
ようであれば、国会は何のためにあるのかという話になると思います。まだ間に合いま
す。⼀旦法案を取り下げませんか。  この法案は、複数の考え⽅を無理に⼀つにした
ことに問題の原因があります。その問題は、機能という⾔葉に象徴され、調査という⾔
葉の意味を分裂させています。すなわち、国境離島の実態調査に問題意識がある⼈と、
防衛施設の機能確保に問題意識のある⼈がいて、さらには原発もという欲張りな⼈が加



わって、無理やり合体させたのがこの法案です。国境周辺の離島の実態調査と、都市部
も含む防衛施設周辺の実態調査とではまるで意味が違います。そこを機能という⾔葉で
無理につなぎ、軍事的合理性だけで突っ⾛ったから、本当にひどい法案になっています。
皆さんも本当は分かっていらっしゃるのではないでしょうか。  急がないといけない
事情はないはずです。しかも、安全保障に関わるのであれば、より多くの⼈の納得と合
意の下、進められるべきです。良識の府である参議院の役割を是⾮発揮していただきた
いというふうに考えます。  ありがとうございました。 

 



衆議院内閣委員会 

重要施設周辺及び国境離島等における⼟地等の利⽤状況の調査及び利

⽤の規制等に関する法律案に対する附帯決議 

  政府は、本法の施⾏に当たっては、次の事項に留意し、その運⽤等について遺漏なきを
期すべきである。 

⼀ 注視区域及び特別注視区域の指定に当たっては、あらかじめ当該区域に属する地⽅公
共団体の意⾒を聴取する旨を基本⽅針において定めること。 

⼆ 基本⽅針の決定並びに注視区域及び特別注視区域の指定に当たっては、当該決定及び
それらの指定の後、速やかに国会に報告すること。 

三 本法における「機能を阻害する⾏為」については、基本⽅針においてその類型を例⽰
しつつ、明確かつ具体的に定めること。その際、本法の⽬的と無関係な⾏為を対象とし
ないこと。 

四 本法第⼆条に基づき「⽣活関連施設」を政令で定めるに当たっては、本法の⽬的を逸
脱しないようにするとともに、その対象を限定的に列挙すること。 

五 本法の規定による措置を実施するに当たっては、思想、信教、集会、結社、表現及び
学問の⾃由並びに勤労者の団結し、及び団体⾏動をする権利その他⽇本国憲法の保障す
る国⺠の⾃由と権利を不当に制限することのないよう留意すること。 

六 本法第四条第⼆項第⼆号の「経済的社会的観点から留意すべき事項」を具体的に明⽰
すること。その際、本条における市街地の位置付けを明確にすること。 

七 本法第四条第⼆項第三号の「注視区域内にある⼟地等の利⽤の状況等についての調査
に関する基本的な事項」を定めるに当たっては、調査対象となる者、調査⽅法、調査項
⽬等を具体的に明⽰すること。 

⼋ 本法第六条に基づく⼟地等利⽤状況調査を⾏うに当たっては、本法の⽬的外の情報収
集は⾏わないこと。また、収集した個⼈情報について、⽬的外利⽤となる他の⾏政機関



への提供は慎むとともに、⾏政機関の保有する個⼈情報の保護に関する法律に則った情
報管理を徹底し、情報漏洩防⽌等のセキュリティ対策に万全を期すこと。 

九 本法第⼋条に基づく報告⼜は資料の提出の求めについては、基本⽅針において運⽤の
考え⽅を具体的に明⽰すること。また、同条の対象となる「利⽤者その他の関係者」に
ついても、基本⽅針において具体的に例⽰すること。 

⼗ 本法第九条に基づく勧告及び命令については、基本⽅針において、その対象となり得
る⾏為を例⽰するとともに、運⽤基準を具体的に明⽰すること。また、勧告及び命令の
実施状況を毎年度、国会を含め、国⺠に公表すること。 

⼗⼀ ⼟地等利⽤状況審議会の委員及び専⾨委員の任命に当たっては、重要施設及び国境
離島等が全国各地に所在していることに鑑み、多様な主体の参画を図ること。 

⼗⼆ 本法第⼆⼗⼀条第⼀項に基づく情報の提供については、その要件を基本⽅針におい
て具体的に明⽰すること。その際、本法の⽬的の範囲を逸脱しないよう留意すること。 

⼗三 本法第⼆⼗六条に基づく罰則の適⽤については、限定的なものとすること。また、
本法第⼆⼗七条に基づく罰則の適⽤に当たっては、思想信条の⾃由、表現の⾃由、プラ
イバシーの権利等を侵害することのないよう、⼗分配慮すること。 

⼗四 本法第九条の勧告及び命令に従わない場合には、重要施設等の機能を阻害する⾏為
を中⽌させることが困難であることに鑑み、本法の実効性を担保する観点から、収⽤を
含め、更なる措置の在り⽅について、附則第⼆条の規定に基づき検討すること。 

⼗五 我が国の安全保障の観点から、⽔源地や農地等資源や国⼟の保全にとって重要な区
域に関する調査及び規制の在り⽅について、本法や関係法令の執⾏状況、安全保障を巡
る内外の情勢などを⾒極めた上で、附則第⼆条の規定に基づき検討すること。 

⼗六 注視区域及び特別注視区域の対象に、重要施設の敷地内の⺠有地を加えることにつ
いて、附則第⼆条の規定に基づき検討すること。 

 








